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研究成果の概要（和文）：本研究会では、初任から 5 年程度までの教員の成長支援について、自治体レベル、地域レ
ベル、学校レベルでの現状と課題を整理するとともに、育成プログラムや支援システムについて、検討と評価を行った
。自治体レベルでは、ここ数年、2年目以降の若手教員向けの研修の導入が増えている。内容は、多くが授業力向上を
めざしたものであり、若手教員のニーズとも一致していた。小中学校への初任者アンケートでは教材研究が教科書会社
の指導書に依拠しており、若手教員への授業力向上への支援の必要性は高かった。
　

研究成果の概要（英文）：This study examined the existing teacher training systems for the first five 
years of their career, and proposed professional development programs. Currently, in addition to the 
first-year official trainings, more local districts provide additional trainings in order to improve 
their teaching skills. Since new teachers tend to be deeply interested in improving their teaching 
skills, whitch meets young teachers’ needs. For the individual growth of the teacher, voluntary 
participation in the professional development programs is effective. However, in local areas, teachers 
sometimes have difficulty finding such program in the area. Therefore, local universities and the board 
of education should collaborate to organize professional development programs more broadly. In 
addition,regularly lesson study sessions within their own schools are considered effective. Many teachers 
reported that they considered it helpful to discuss about their practice after observing each other’s 
classrooms.

研究分野：教育相談
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様 式

１．研究開始当初の背景
 
（１）世代交代の急速な進行
 
 現在、公立学校教員の平均年齢は
半ばであり、さらに
占めている。図
の世代の大量退職に伴う大量採用は、都市部
を中心にすでに始まっており、
は教員の半数以上が
校もめずらしくなくなる。教員の急激な世代
交代に伴い、若手教員が学校の中心として教
育を担っていく学校がこの数年のうちに急
増することになる。さらに、若手教員もベテ
ラン教員と同様の技量が求められる社会風
潮が強まっている。それに応じた育成プログ
ラムと支援システムづくりが緊急の課題と
なっている。

 

 
(2)若手
 
 知識基盤社会の到来によって、学校には基
礎学力だけでなく、思考力・表現力・判断力
の育成など、これまで以上に質の高い教育が
求められるようになってきた。同時に、価値
観の多様化やグローバル社会の到来等に伴
い、多様な児童生徒の受け入れが求められて
いる。つまり、これからの時代の教師は、質
の高い教育と多様性の受け入れの両方が求
められており、これまで以上に高度な知識と
多様性に応じられる教育方法を身につける
ことが必要とされているのである。そのよう
な中で「学び続ける教師」像が提起されてい
る。 
 (1)に記述した大量退職・大量
で、これらのベテラン教師でさえ難しいこと
を初任期教員が担っていかなければならな
い時代が近づいている。若手教員の育成は、
現場のベテラン教員の実践知だけでなく、新
しい時代に対応できる力を理論的実践的に
身につける必要があるのである。これに関し
ては、国の政策としても、中教審答申等でも
とりあげられるようになり、制度的な大転換
がはかられようとしている。
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交代に伴い、若手教員が学校の中心として教
育を担っていく学校がこの数年のうちに急
増することになる。さらに、若手教員もベテ
ラン教員と同様の技量が求められる社会風
潮が強まっている。それに応じた育成プログ
ラムと支援システムづくりが緊急の課題と
なっている。 
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を初任期教員が担っていかなければならな
い時代が近づいている。若手教員の育成は、
現場のベテラン教員の実践知だけでなく、新
しい時代に対応できる力を理論的実践的に
身につける必要があるのである。これに関し
ては、国の政策としても、中教審答申等でも
とりあげられるようになり、制度的な大転換
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研究開始当初の背景 

（１）世代交代の急速な進行

現在、公立学校教員の平均年齢は
半ばであり、さらに 50 歳代は全体の

1でも明らかなように、団塊
の世代の大量退職に伴う大量採用は、都市部
を中心にすでに始まっており、
は教員の半数以上が 20〜30 代前半という学
校もめずらしくなくなる。教員の急激な世代
交代に伴い、若手教員が学校の中心として教
育を担っていく学校がこの数年のうちに急
増することになる。さらに、若手教員もベテ
ラン教員と同様の技量が求められる社会風
潮が強まっている。それに応じた育成プログ
ラムと支援システムづくりが緊急の課題と
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知識基盤社会の到来によって、学校には基
礎学力だけでなく、思考力・表現力・判断力
の育成など、これまで以上に質の高い教育が
求められるようになってきた。同時に、価値
観の多様化やグローバル社会の到来等に伴
い、多様な児童生徒の受け入れが求められて
いる。つまり、これからの時代の教師は、質
の高い教育と多様性の受け入れの両方が求
められており、これまで以上に高度な知識と
多様性に応じられる教育方法を身につける
ことが必要とされているのである。そのよう
な中で「学び続ける教師」像が提起されてい
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を初任期教員が担っていかなければならな
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現場のベテラン教員の実践知だけでなく、新
しい時代に対応できる力を理論的実践的に
身につける必要があるのである。これに関し
ては、国の政策としても、中教審答申等でも
とりあげられるようになり、制度的な大転換
がはかられようとしている。
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校もめずらしくなくなる。教員の急激な世代
交代に伴い、若手教員が学校の中心として教
育を担っていく学校がこの数年のうちに急
増することになる。さらに、若手教員もベテ
ラン教員と同様の技量が求められる社会風
潮が強まっている。それに応じた育成プログ
ラムと支援システムづくりが緊急の課題と
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礎学力だけでなく、思考力・表現力・判断力
の育成など、これまで以上に質の高い教育が
求められるようになってきた。同時に、価値
観の多様化やグローバル社会の到来等に伴
い、多様な児童生徒の受け入れが求められて
いる。つまり、これからの時代の教師は、質
の高い教育と多様性の受け入れの両方が求
められており、これまで以上に高度な知識と
多様性に応じられる教育方法を身につける
ことが必要とされているのである。そのよう
な中で「学び続ける教師」像が提起されてい
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しい時代に対応できる力を理論的実践的に
身につける必要があるのである。これに関し
ては、国の政策としても、中教審答申等でも
とりあげられるようになり、制度的な大転換
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(3)初任期全体を見据えた教員育成システム
の必要性
 
 新任教員への成長支援としては、初任者研
修（以下、初任研と略紀）が制度化されてい
るが、２年目以降の若手教員の育成について
は、各自治体にまかされている。そのため、
多くの自治体ではそれぞれの勤務校内での
育成を推進するとともに、
の自治体レベルの研修を行い、成長支援を継
続しようとしている。しかし、学校現場の多
忙化とすでに始まっているベテラン教師
激減は、学校内だけで若手教員を育成するこ
とを困難にしている。
治体からの働きかけも含んだ支援システム
と育成プログラム
っている。
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３．研究の方法
 
 本研究の構造は、図
バー
担し、情報を
った
 

  

 
 フィールドワークでは、全国の自治体教育
委員会を対象とした聞き取り調査、初任者を
対象とした質問紙調査、初任研・各種研修
会・授業研究会等の観察、初任者・若手教員
への聞き取り調査、初任者・若手教員の指導
者への聞き取り調査を行った。実践の検討と
しては、全国の育成プログラム・支援システ
ムの収集と検討を行った。モデルプラン
いて

 

初任期全体を見据えた教員育成システム
の必要性 

新任教員への成長支援としては、初任者研
修（以下、初任研と略紀）が制度化されてい
るが、２年目以降の若手教員の育成について
は、各自治体にまかされている。そのため、
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図

フィールドワークでは、全国の自治体教育
委員会を対象とした聞き取り調査、初任者を
対象とした質問紙調査、初任研・各種研修
会・授業研究会等の観察、初任者・若手教員
への聞き取り調査、初任者・若手教員の指導
者への聞き取り調査を行った。実践の検討と
しては、全国の育成プログラム・支援システ
ムの収集と検討を行った。モデルプラン
いては、研究会のメンバーが

初任期全体を見据えた教員育成システム

新任教員への成長支援としては、初任者研
修（以下、初任研と略紀）が制度化されてい
るが、２年目以降の若手教員の育成について
は、各自治体にまかされている。そのため、
多くの自治体ではそれぞれの勤務校内での
育成を推進するとともに、5
の自治体レベルの研修を行い、成長支援を継
続しようとしている。しかし、学校現場の多
忙化とすでに始まっているベテラン教師
激減は、学校内だけで若手教員を育成するこ
とを困難にしている。学校内だけでなく、自
治体からの働きかけも含んだ支援システム
と育成プログラムづくりが緊急の課題にな

研究の目的 

研究の目的は、若手教員
、公立小・中・高等学校・特別支援学

校の初任期教員および初任期教員の成長支
検討である。 

３．研究の方法 

本研究の構造は、図 2のようになる。メン
々の専門性を活かし、図中の部分を分
共有するという方法で研究を行
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育成プログラム作成・実施に携わり、それら
の内容と効果について研究会として観察し
検討した。1 つは、岡山大学と岡山県教育委
員会とで連携した若手教員対象の授業力向
上をめざした自主参加形式のプログラムで
あり、もう一つは特別支援学校の定期的な校
内研修会におけるプログラムであった。 
 
 
４．研究成果 
 
(1)若手教師の現状と課題の概況 
 
 ベテラン教員の大量退職をうけて、急増す
る若手教員への成長促進が急がれている。一
方、知識基盤社会が到来し、グローバル化・
情報化も進展し続ける現代を、文科省は「多
様な主体が速いスピードで相互に影響し合
い、一つの出来事が広範囲かつ複雑に伝播し、
先を見通すことがますます難しくなってき
ている」と指摘する(1)。先を見通すことが難
しい、これまで経験していない社会構造の変
化の中にいるのであれば、ベテラン教員の知
識や経験を初任期の教師に伝承する形での
実践力養成が今後直面する課題解決に有効
であるとばかりはいえない。グローバル化や
IT 化等めざましい進展を遂げている分野の
技能の吸収は、ベテラン教員よりむしろ若手
教員の方が得意である。 
 教員の大量採用期は、これまでに 2度あっ
た。第一期は終戦直後から、第二期は第一期
の世代の退職に伴う 1970 年代後半から始ま
った。そして第二期世代の定年退職に伴う第
三期大量採用期が現在なのである。第 1期と
台2期の若手教員急増期に共通して表れたの
が少年非行である。2回の大量採用期が 1951
年と 1983 年は少年非行のピークと言われた
時期とかさなっている。特に第二世代の急増
期には、校内暴力、いじめ、不登校といった
事象が社会問題化した時期でもあった。若手
教員育成には、学校の荒れを予防する技能を
伝えなければならないという現場の思いが
ある。しかし、ベテラン教員が多かった時期
にも、暴力・いじめ・不登校はなくならなか
った。先を見通すことが難しい時代が到来す
るのであれば、若手教員には、現象を科学的
に分析し、専門家の力を借りながら学校全体
で柔軟に課題に取り組む力の方が必要にな
る。ベテラン教員の経験や知識と科学 的な
知見に必要に応じてアクセスできるシステ
ムを構築しつつ、困難な時代の中で未来の人
材を育てている仲間として日常の教育活動
の中で 協働できる校内体制や、若い教師が
自分なりの実践に挑戦することをサポート
できる体制づくりを検討することの方が必
要だといえる。 
 
(2)自治体による初任者の成長環境の相違 
 
 石原陽子は、2013 年に 都市部のＡ自治体

と地方部のＢ自治体の初任教員への質問紙
調査を行い、地域差を調べた(2)。ＡＢはとも
に独自に教員採用試験と初任研を実施して
いる自治体である。初任教員が自分の成長に
最も有効であったと両自治体に共通して答
えていたのは「自ら授業研究 をしたこと」
であり、 授業をするにあたって最も参考に
するのは「指導書」であった。また、相談す
るのは両自治体とも「放課後」が最も多かっ
た。授業時間外にすることも「教材研究」が
多くを占めた。このことからは、授業へのサ
ポートが 成長支援と適応援助に最も効果的
な支援であることが推察できる。これらの多
くの共通性をもつ中で、興味深かったのは表
１に示した 2 項目の相違点であった。これ
らの相違は、地方部という特性によるもので
はないかと石原は考えている。都市部のＡ自
治体では周辺に同世代の若手教員が複数い
ることから自主的な勉強会が実施されてお
り、そこに自分の成長にとっての有用性を感
じている。横の関係を基本としながら縦の関
係を取り入れているという構図であろう。そ
れに対して地方部のＢ自治体では、近くに同
じような困難を抱えた仲間が少ないことか
ら公的な研修会を重視する傾向にある。石原
はＢ自治体の研修会の参与観察を行い、採用
人数が少ないからこそ公的な機関そのもの
が丁寧に初任者の育成に関われていること
がわかったという。地方部の新任教員はその
ような丁寧な縦の関係を基本としながら「友
人」という横の関係を補完的に活用して当面
の乗り越えを図っていると考察している。 
 

表 1 初任者の環境の相違 

  
(3) 特別支援学校におけるＯＪＴによる若
手教員への成長支援プログラム作成と実践
の評価 
 
 2 年目以降の若手教員にとって授業力向上
への意欲は高いが、多忙な中、他の教員の授
業を見て学ぶ時間はほとんど取れない。ベテ
ラン教師にとっても、若手教師の授業を見て
コメントする時間を日常的にとるのは不可
能である。多様なニーズを持った子どもたち
への対応ができるだけの知識と経験が必要
になる。それには、ベテラン教師の支援が欠
かせない。その点、特別支援学校の授業はＴ
Ｔで行われるため、若手教員は日常的にベテ
ラン教員から学ぶことができていた。しかし、
このような特別支援学校においても近年ベ
テラン教師の人数が激減し、ＴＴだけで学習

自治体 成長に有効 最も相談する人 

Ａ 
自主的な勉強

会 

同僚の先生 

Ｂ  
公的な研究会

参加や自宅 

友達（81.3％）＋

同僚の先生 



指導や生徒指導を学ぶことが困難になって
きた。ＯＪＴによる成長支援システムやプロ
グラムが求められるようになってきた。 
 鈴木敏成は、月に 1回のＯＪＴミーティン
グを行うシステムを開発し、若手とベテラン
がチームを組んで教師同士の学び合う時間
を保証した。また、年間 1枚のＯＪＴシート
にベテラン教師も若手教師も皆で書き込む
ことで成長が可視化されるような工夫をし
ている。これらの研修の時間が、教師の成長
にとどまらず、支援を受けた若手教師が、次
は支援する側になろうとする文化が産まれ
ることも確認できたという。 (3) 

 
(4) 大学と教育委員会が連携して開発した
授業力向上プログラムの実践と評価 
 
 高旗・藤原（2014）は、将来につながる授
業実践力を育成するために、若い教師対象の
「授業力 パワーアップセミナー」を開催し
ている（4）。教育の研究者が教育委員会と協働
しつつ、初任期の教員の教科・教材理解の深
まりを手伝い、授業の細案作りと実践ビデオ
検討を通して、リフレクションの場を提供し
ている。この研修の企画検討に研究者が参加
し、初任期の教員の現状をもとに必要な支援
を探っている意義は大きい。初任期の教員に
は経験不足による不充分さは必ずある。しか
し、初任期の教員にとっては、ベテランの技
術を伝えられても同じようにはできない。高
旗の研究は、研究者が初任者の学びのプ ロ
セスを可視化することで、はじめて有効な支
援策が見えてくることを示唆する。教員養成
段階で行えることと、現場でしか学べない知
恵も、その学び方もみえてくる。 
 
(5)その他 
 
 上記の研究成果は、抜粋である。他にも、
高等学校における現状整理(川口有美子・鈴
木瞬)、自治体による取り組み(内山絵美子)、
教育公務員特例法からの研修の検討(大西圭
介)、中国の教員研修との比較(張揚)などが
ある。これらはすべて、ウェブサイト「若い
教 師 を 支 援 す る 会 」
http://teacher-support.epoch-net.ne.jp/
に掲載している。 
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